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　業務の適正を確保するための体制
（会社の業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項）
　
【内部統制に関する基本方針】
当社の内部統制は、創業精神を明文化したものとしての経営理念及び社是にその
基本を置いております。即ち、当社の経営理念は「生活者の日常の消費生活をより
豊かにすることによって、地域文化の向上・発展に寄与する」ということでありま
す。一企業として単に儲かればいいという収益を追求することだけではなく、その
事業をとおして、食生活を中心とした地域の生活者のより豊かな生活の実現、延い
ては地域文化の向上・発展に寄与せんとする高い志を持つと同時に、社是において
「明朗なる人生こそ明朗なる店をつくる」と謳い、会社経営の基本に「明朗さ」を置
き、嘘やごまかしのない正直な商売・透明で健全な経営を第一義としております。
以上を踏まえて、平成27年５月１日施行の会社法第362条第４項第６号に規定す
る「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適
正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」及び金融商品
取引法で規定された「財務報告に係る内部統制の整備・運用に関する体制の整備」
について、以下のとおり定めております。
なお、本方針は、会社法及び会社法施行規則に基づき、平成18年５月１日の取締
役会において決議し、平成20年３月17日、平成20年10月13日、平成24年５月９
日、平成26年５月26日、平成27年４月13日の取締役会において一部改定しまし
た。
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（1）当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制（会社法第362条第４項第６号、会社法施行規則第100条
第１項第４号及び同第５号ニ）
① コンプライアンス全体を統括する組織として、コンプライアンス委員会を設置
し、事務局としてコンプライアンス室を設置する。

② コンプライアンス委員会は、社長が主宰し、コンプライアンスに関する諸規
程・諸制度の制定・改廃・運用を行なうとともに、コンプライアンスに関する
基本方針及び年度計画の策定、さらにはコンプライアンスに関する社内外の啓
発・使用人の研修、その他コンプライアンスに関する重要事項を決定する。
また、同委員会には下部組織として、環境問題委員会及び公正取引推進委員会
を設け、環境問題及び取引の適正化について、適切な対応を図る。

③ コンプライアンス委員会において、ヤオコーグループとして遵守すべき行動の
規準・考え方を「ヤオコーグループ行動基準」として制定し、教育・研修を行
ない、コンプライアンスの重要性について啓発するとともに、コンプライアン
ス関連の必要な情報・知識を提供し、コンプライアンスを尊重する意識・理解
の徹底を図る。

④ 財務報告の適正性を確保するための社内体制の整備・運用状況を評価・改善す
る組織として、社長が主宰する内部統制委員会を設置し、事務局として内部統
制室を設置する。
また、「経理規程」その他の社内規程を整備し、会計基準その他関係諸法令を遵
守し、財務報告の適正性を確保する。

⑤ 使用人は、重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見
した場合は、直ちに所属の上長等をとおしてコンプライアンス室にその旨報告
する。

⑥ コンプライアンス違反または法令遵守上疑義ある行為等について、使用人がコ
ンプライアンス室長に直接情報提供を行なう手段として、公益通報者保護法に
基づく通報窓口をコンプライアンス室に設ける。

⑦ 重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実が報告された場合
には、コンプライアンス室は報告された事実について調査を指揮・監督し、社
長と協議のうえ再発防止策など必要な対策を実施する。重要な通報については、
その内容を関連部署の責任者に開示し、会社として必要な対処をする。同時に、
その結果について、関係取締役等に報告し、周知徹底を図る。
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⑧ 当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対しては
断固たる態度・行動をとり、一切の関係を遮断し、それらの活動を助長する行
為は行なわない。
また、不当要求等に対しては、顧問弁護士、警察等の外部専門機関と密に連絡
して対応する。

⑨ コンプライアンス委員会には子会社の取締役を参加させるとともに、子会社の
職務執行については、各担当取締役が総合的に助言・指導を行なう。

　
（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（会社法施行規則第

100条第１項第１号）
① 取締役会議事録等重要な意思決定及び報告に関する書類については、文書の作
成・保存・廃棄に関するルールを定めた「文書管理規程」及び関連の管理ルー
ル等に基づき適切に対応する。

② 個人情報の管理については、コンプライアンス委員会の下部組織として個人情
報安全管理委員会を設置し、法令に基づきその保護・利用・管理を適切に行な
う。

　
（3）当社及び子会社における損失の危険の管理に関する規程その他の体制（会社法施

行規則第100条第１項第２号及び同第５号ロ）
① 当社のリスク管理に関する事項を統括する組織として、社長が主宰するリスク
マネジメント委員会を設置し、事務局はコンプライアンス室が務める。リスク
マネジメント委員会は、当社を取り巻くリスクの特定、リスクの顕在化を防ぐ
ための手続きや体制及びリスクが顕在化した場合の対応方針や体制の整備に関
する重要事項を決定する。

② 具体的な危機管理の対応については、危機管理計画書や地震、火災等緊急時を
想定した対応マニュアル等に基づき、適切な対応を図る。

③ 新たに生じたリスクについては、速やかに対応責任者となる取締役を定める。
④ リスクマネジメント委員会には子会社の取締役を参加させるとともに、子会社
の事業運営やリスク管理体制などについては、各担当取締役が総合的に助言・
指導を行なう。
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（4）当社及び子会社における取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保す
るための体制（会社法施行規則第100条第１項第３号及び同第５号ハ）
① 定例の取締役会を毎月１回開催し、「取締役会規程」に定められている重要事項
の決定ならびに取締役の業務執行状況の監督等を行なう。また、経営及び各業
務運営管理に関する重要執行方針を協議・決定する機関として、経営推進会議
を設置し、月１回以上開催する。経営推進会議は社長の諮問機関として、各取
締役はじめ本社各主管部門の責任者で構成され、「経営推進会議規程」に基づ
き、中長期の経営計画、各年度の予算・決算、資金調達、組織・制度及び店舗
に関する事項等経営の重要事項について協議する。

② 業務の具体的な運営については、前号で決定した中期経営計画及び各年度予算
等に基づき、会社として達成すべき目標を明確化するとともに、各部門におい
ては、それぞれ自部門の目標達成に向け具体策を立案する。

③ 経営推進会議には子会社の取締役を参加させるとともに、子会社の職務執行に
ついては、各担当取締役が総合的に助言・指導を行なう。

　
（5）当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正

を確保するための体制（会社法施行規則第100条第１項第５号及び同イ）
① 子会社管理の担当責任部署を置くとともに、「関係会社管理規程」を定め、同規
程及び法令・会計原則・税法等に基づき子会社の状況に応じ適切な管理・支
援・指導を行なう。

② 当社社長及び子会社管理担当取締役は子会社の業務執行状況について、定期的
に子会社より報告をさせる他、必要に応じ適宜説明を求めるとともに、グルー
プ全体の経営効率向上ならびに親会社と子会社及び子会社相互間に発生する経
営上の重要事項を合理的に解決する。

③ 監査部は、子会社の業務監査を随時実施し、業務全般にわたり適切な運営が行
なわれているか監査し、その結果について、必要に応じ当社社長及び子会社管
理担当取締役に報告する。

④ 監査役は、監査部と連携して、子会社の監査等当社グループ全体の監査を適切
に行なう。
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（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項（会社法施行規則第100条第３項第１号）
　監査役は職務遂行にあたり必要な場合は、監査部の所属員を補助者として起用す
ることができる。

　
　（7）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び前号の使用人に対する指示
の実効性に関する事項（会社法施行規則第100条第３項第２号及び同第３号）
① 監査役職務補助者が当該補助職務を実施するにあたっての、当該職務補助者に
対する指揮命令権限は、監査役に専属するものとする。

② 監査役職務補助者の当該業務に係る人事考課は監査役が行ない、その他の人事
に関する事項の決定には監査役の同意を得る。

　
（8）取締役及び使用人等が監査役に報告するための体制、子会社の取締役、監査役及

び使用人等又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするため
の体制その他の監査役への報告に関する体制（会社法施行規則第100条第３項第
４号、同イ及びロ）
① 社長及び業務執行を担当する取締役は、取締役会等の重要な会議において随時
その担当する業務の執行状況の報告を行なう。

② 取締役及び使用人は会社に重大な損失を与える事項が発生しまたは発生するお
それがあるとき、違法または不正な行為を発見したとき、その他監査役会が報
告すべきものと定めた事項が生じたときは、監査役に報告する。

③ 監査役は、取締役会及び経営関連の諸会議に必要に応じ出席するとともに、稟
議書をはじめ重要な書類等を適宜閲覧するなど会社の情報を収集し、取締役の
職務執行を十分監視する。

④ 子会社の取締役、監査役及び使用人は、子会社に重大な損失を与える事項が発
生し、または発生するおそれがあるとき、違法または不正な行為を発見したと
きは、コンプライアンス室に報告し、コンプライアンス室長は直ちに監査役に
報告する。
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（9）監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受け
ないことを確保するための体制及び監査役の職務の執行について生ずる費用の前
払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に
係る方針に関する事項（会社法施行規則第100条第３項第５号及び同第６号）
① 当社グループの取締役及び使用人がコンプライアンス室または監査役へ内部通
報した場合、当該通報者に対し、相談または通報したことを理由として解雇そ
の他いかなる不利益な取扱いも行なわない。

② 監査役会は、監査の実施にあたり、独自の意見形成を行なうために、必要に応
じて会社の費用で法律、会計の専門家を活用することができる。

　
（10）その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制（会社法施

行規則第100条第３項第７号）
① 監査役の過半数は社外監査役とし、対外透明性を確保する。
② 監査役会は、社長及び他の業務執行責任者としての各取締役との意見交換やヒ
アリングにより、迅速な情報収集・適切な意思疎通を行ない、正確かつ効率的
な監査業務の遂行を図る。

③ 監査部は、監査役と共同で監査を実施するなど密接な連携により、監査の適切
な実施に協力する。

④ 監査役は、必要な場合には、弁護士・公認会計士・税理士等の専門家と意思疎
通を図るなど、円滑な監査活動を確保する。

　
（会社の業務の適正を確保するための体制の運用に関する事項）
　

運用状況の概要は、次のとおりであります。
　

（1）コンプライアンスに関する取組み
当期は取締役会を15回開催し、重要事項につき審議、決定しました。
コンプライアンス委員会を２回開催するとともに、グループ役職員に対し、コ
ンプライアンスに関する研修を実施しました。
また、当社は内部通報制度の運用を実施しており、当期、重大な法令違反等に
関わる内部通報案件はありませんでした。
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（2）リスク管理に対する取組み
リスクマネジメント委員会を２回開催し、全社的なリスクを抽出した上で抽出
したリスクの評価を実施しました。また、災害時の事業継続計画を改定し、災害
対策本部設置訓練を行ないました。

　
（3）職務執行の適正及び効率性の確保に対する取組み

経営推進会議を17回開催し、経営課題について協議・決定がなされ、迅速な意
思決定と効率的な業務執行に努めました。
　

（4）監査役の監査の実効性を確保するための取組み
監査役会は17回開催しました。
常勤監査役は、取締役会の他重要な会議への出席及び各部門長等への面談を通
して得られた重要な情報について、他の監査役と共有を図り、必要に応じ意見を
求めました。
また、監査役会は、監査部及び会計監査人と随時情報・意見交換を行なうなど、
適正な監査の実効性の確保に努めました。
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株主資本等変動計算書（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで） （単位：百万円）
株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 4,199 3,606 755 4,361 432 56,380 9,627 66,440
当期変動額
剰余金の配当 　 　 　 　 △1,855 △1,855
当期純利益 　 　 　 　 　 9,927 9,927
別途積立金の積立 　 　 　 　 7,200 △7,200 －
自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　
自己株式の処分 211 211
土地再評価差額金の
取崩 　 　 　 　 　 5 5

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 － － 211 211 － 7,200 876 8,076
当期末残高 4,199 3,606 966 4,573 432 63,580 10,504 74,516

　
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △2,145 72,856 141 △5,006 △4,864 67,991
当期変動額
剰余金の配当 　 △1,855 　 　 　 △1,855
当期純利益 　 9,927 　 　 　 9,927
別途積立金の積立 　 － 　 　 　 －
自己株式の取得 △283 △283 　 　 　 △283
自己株式の処分 71 283 283
土地再評価差額金の
取崩 　 5 　 　 　 5

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 　 　 26 △5 21 21

当期変動額合計 △211 8,076 26 △5 21 8,098
当期末残高 △2,357 80,933 167 △5,011 △4,843 76,089
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〔個別注記表〕
１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法によっております。
その他有価証券
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。
（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品（生鮮食品及び物流センター在庫）
最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ
の方法により算定）によっております。

商品（生鮮食品及び物流センター在庫を除く）
売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿
価切下げの方法により算定）によっております。

（3）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、事業用定期借地権が設定されてい
る借地上の建物（建物附属設備を除く）については、当該借地契約
期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま
す。また、主な耐用年数は、建物及び構築物が３年～34年、車両運
搬具及び工具、器具及び備品が５年～10年であります。

無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）につ
いては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。
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リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって
おります。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取
引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（4）引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
なお、貸倒引当金は計上しておりません。

賞与引当金 従業員賞与の支出に備えるため、当事業年度に負担すべき実際支給
見込額を計上しております。

商品券回収損引当金 当社が発行している商品券の未回収分について、一定期間経過後に
収益に計上したものに対する将来の回収に備えるため、過去の実績
に基づく将来の回収見込額を計上しております。

ポイント引当金 ヤオコーカード会員に付与したポイントの利用に備えるため、当事
業年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しておりま
す。
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退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末
までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によ
っております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しておりま
す。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理すること
としております。

株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員に対する当社株式の給付に備えるた
め、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上して
おります。

役員株式給付引当金 株式交付規程に基づく取締役（社外取締役を除く。）に対する当社
株式の交付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見
込額に基づき計上しております。

（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税に関する会計処理は税抜方式によっております。
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（6）追加情報
（役員退職慰労引当金）

当社は、平成28年３月14日開催の取締役会において、役員退職慰労金制度（以下「本制度」
という。）を廃止することを決議し、平成28年６月21日開催の第59回定時株主総会において、
在任中の取締役及び監査役に対し、本制度廃止までの在任期間に応じた役員退職慰労金を打ち
切り支給することが決議されております。支給時期につきましては、当該役員の退任時とする
予定であります。
これにより、当事業年度において、「役員退職慰労引当金」を取り崩しております。なお、当

事業年度末における打ち切り支給に伴う未払額1,501百万円は、長期未払金として固定負債の
「その他」に含めて表示しております。

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年

３月28日）を当事業年度から適用しております。
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２ 貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 42,296百万円
（2）関係会社に対する金銭債権

短期金銭債権 2百万円
（3）関係会社に対する金銭債務

短期金銭債務 4百万円
（4）担保提供資産

担保資産の内容及びその金額
流動資産その他（有価証券） 200百万円
投資有価証券 102百万円

担保に係る債務の金額
流動負債その他（商品券） 379百万円

　

（5） 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再
評価を行なっております。評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係
る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として
純資産の部に計上しております。
再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に
定める路線価及び同条第３号に定める固定資産税評価額に奥行価格補正及び時点修正等を行な
って算出しております。
再評価を行なった年月日
　平成14年３月31日
再評価を行なった土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額
1,957百万円

（6）偶発債務
当社は、他社と共同企業連合体を結成し締結した土地譲渡契約の履行に関し、以下のとおり、

連帯債務を負っております。
連帯債務のうち他の連帯債務者負担額 1,486百万円
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３ 損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高の総額

関係会社との営業取引による取引高の総額 186百万円
（2）減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
用途 場所 種類及び減損金額 （百万円）

　店舗等 　埼玉県、千葉県、茨城県

　建物 947
　構築物 25
　工具、器具及び備品 374
　土地 75
　リース資産 729
　その他 17
　合計 2,169

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位に資産のグルーピング
を行なっております。遊休資産については、物件毎に資産のグルーピングを行なっております。
営業活動から生じる損益が継続してマイナスである店舗資産、賃貸資産及び市場価額が帳簿価額
より著しく下落している遊休資産については、各資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額を減損損失2,169百万円として特別損失に計上しております。
なお、当該資産グループの回収可能価額の評価にあたっては、正味売却価額と使用価値を比較

し、いずれか高い方の金額を回収可能価額としております。正味売却価額は土地については路線
価、建物については固定資産税評価額を、使用価値には将来キャッシュ・フローを加重平均資本
コスト3.7％で割り引いた額を適用しております。
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４ 株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 40,013,722 － － 40,013,722

　
（2）自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 1,185,891 60,180 60,200 1,185,871

（注）１ 当事業年度期首の自己株式数には、「株式給付信託」制度の信託財産として、資産管理サ
ービス信託銀行株式会社が保有する当社株式208,500株が含まれております。

２ 当事業年度末の自己株式数には、「株式給付信託」及び「役員向け株式交付信託」制度の
信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社及び日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社が保有する当社株式268,300株が含まれております。

　（変動事由の概要）
　増加数の内訳は、次のとおりであります。
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の取得による増加 60,000株
単元未満株式の買取請求による増加 180株

　減少数の内訳は、次のとおりであります。
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社への売却による減少 60,000株
資産管理サービス信託銀行株式会社の売却による減少 200株
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（3）配当に関する事項
① 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月21日
定時株主総会 普通株式 975 25.00 平成28年３月31日 平成28年６月22日

平成28年11月９日
取締役会 普通株式 879 22.50 平成28年９月30日 平成28年12月５日

（注）１ 平成28年６月21日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託」制度の信
託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社が保有する当社株式に対する配当金５
百万円が含まれております。

２ 平成28年11月９日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託」及び「役員向
け株式交付信託」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社及び日本ト
ラスティ・サービス信託銀行株式会社が保有する当社株式に対する配当金６百万円が含ま
れております。

　
② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の
種類 配当の原資

配当金の
総額
(百万円)

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月27日
定時株主総会 普通株式利益剰余金 1,075 27.50 平成29年３月31日平成29年６月28日

（注）平成29年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託」及び「役員向
け株式交付信託」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社及び日本トラス
ティ・サービス信託銀行株式会社が保有する当社株式に対する配当金７百万円が含まれており
ます。
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５ 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

減価償却超過額及び減損損失 1,564百万円
資産除去債務 1,015百万円
退職給付引当金 792百万円
賞与引当金 676百万円
長期未払金 457百万円
ポイント引当金 356百万円
株式給付引当金 244百万円
未払事業税等 191百万円
一括償却資産 105百万円
未払社会保険料 105百万円
その他 265百万円
繰延税金資産小計 5,774百万円
評価性引当額 △313百万円
繰延税金資産合計 5,461百万円

繰延税金負債
資産除去債務に係る除去費用 △581百万円
前払年金費用 △329百万円
差入保証金時価調整額 △94百万円
その他 △61百万円
繰延税金負債合計 △1,066百万円

繰延税金資産の純額 4,395百万円
　
（注） 当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 1,404百万円
固定資産－繰延税金資産 2,990百万円
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６ リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、建物の一部については、所有権移転外ファイナンス・リ

ース契約により使用しております。
（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当

額
（単位：百万円）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額

建 物 576 376 69 130
　

（2）未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期末残高
未経過リース料期末残高相当額
１年以内 37 百万円
１年超 130 百万円
合計 168 百万円
リース資産減損勘定期末残高 13 百万円

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額
支払リース料 54 百万円
リース資産減損勘定の取崩額 19 百万円
減価償却費相当額 21 百万円
支払利息相当額 8 百万円

（4）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（5）利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては利息法によっております。
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７ 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
　 ① 金融商品に対する取組方針

当社は、一時的な余資の運用については短期で安全性の高い預金等に限定しております。ま
た、短期的な運転資金は銀行借入により調達し、店舗等の設備投資に必要な資金は銀行借入又
はリース取引により調達しております。

　 ② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
売掛金は、回収までの期間は短期であります。差入保証金は、店舗不動産の賃借に伴い差し
入れたものであります。
売掛金及び差入保証金の信用リスクについては、取引先の状況をモニタリングし、財務状態
の悪化等による回収懸念を早期に把握する体制をとっております。
投資有価証券のうち、株式は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、債券は主に商品
券発行に係る担保に供しているものであります。投資有価証券については、定期的に時価や発
行体の財務状態を把握しております。
買掛金は、ほとんど２ヶ月以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は短期的な運転資金の調達であり、長期借入金及びファイナン
ス・リース取引に係るリース債務は主に設備投資に係る資金調達であります。短期借入金は、
金利の変動リスクに晒されていますが、必要に応じて固定金利の長期借入金を調達することに
より、対応することとしております。
預り保証金は当社の店舗に入居するテナントから預け入れされたものであります。
また、買掛金、借入金、リース債務は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、月次
に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

　 ③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、
異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めてお
りません（(注)２をご参照ください。）。

（単位：百万円）
貸 借 対 照 表
計 上 額 （＊） 時価（＊） 差額

① 現金及び預金 22,386 22,386 －

② 売掛金 2,905 2,905 －
③ 投資有価証券
　 その他有価証券 464 464 －

④ 差入保証金 12,615 12,673 58

⑤ 買掛金 （20,209） （20,209） －

⑥ 長期借入金 （47,831） （47,841） （10）

⑦ リース債務 （3,454） （3,594） （140）

⑧ 預り保証金 （3,969） （4,073） （104）
（＊） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（注)１ 金融商品の時価の算定方法

① 現金及び預金、並びに ② 売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

③ 投資有価証券
株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は金融機関から提示された価格
によっております。

④ 差入保証金
償還金の合計額を残存期間に対応する国債の利回りで割り引いた現在価値により算定して
おります。

⑤ 買掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

⑥ 長期借入金及び ⑦ リース債務
元利金の合計額を同様の新規調達を行なった場合に想定される利率で割り引いた現在価値
により算定しております。なお、長期借入金には１年内返済予定の長期借入金、リース債
務には１年内返済予定のリース債務を含めて表示しております。

⑧ 預り保証金
償還金の合計額を残存期間に対応する国債の利回りで割り引いた現在価値により算定して
おります。
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２ 非上場株式（貸借対照表計上額28百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロ
ーを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「③ 投
資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。
また、差入保証金及び預り保証金のうち、償還期日が確定していないもの（貸借対照表計上
額 差入保証金2,189百万円、預り保証金1,022百万円）については、時価を把握することが
極めて困難と認められるため、「④ 差入保証金」及び「⑧ 預り保証金」には含めておりま
せん。

　
８ 持分法損益等に関する注記
持分法を適用した場合の投資利益の金額 146 百万円
（注）関連会社でありました株式会社日本アポックについて、平成29年３月に当社が保有する株式

の一部を売却したため、同社は関連会社ではなくなっております。従って、当事業年度の
「持分法を適用した場合の投資利益の金額」には、当該関連会社であった期間における持分
法を適用した場合の投資利益の金額を含めております。

　
９ 関連当事者との取引に関する注記

（単位：百万円）

属
性
会 社 等 の
名 称

議決権等
の 所 有
（被所有）
割 合

関連当事者
と の 関 係 取 引 内 容 取引金額 科 目 期 末 残 高

子
会
社

株式会社
ヤオコー
ビジネス
サービス

所 有
直 接
100％

役員の兼任
業 務 委 託

各種店舗関
連業務委託
(注)１,２

182 未 払 費 用 4

　

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注)１ 業務委託については、当社と関連を有しない他の事業者との間の取引条件と同様に決定して

おります。
２ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ

ております。
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10 １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,959円66銭
（2）１株当たり当期純利益金額 255円67銭
（注）１株当たり当期純利益金額は、期中平均株式数から期中平均自己株式数を控除した株式数で算

定しており、１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数から自己株式数を控除した株式数で
算定しております。
なお、「株式給付信託」及び「役員向け株式交付信託」制度の信託財産として、資産管理サービ
ス信託銀行株式会社及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社が保有する当社株式は、
１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含め
ております。また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式
に含めております。
　

11 重要な後発事象に関する注記
（株式会社エイヴイ及びエイヴイ開発株式会社の株式取得による子会社化）
当社は、平成28年12月12日開催の取締役会において、株式会社エイヴイ（以下「エイヴイ」と
いいます。）及びエイヴイ開発株式会社（以下「エイヴイ開発」といい、エイヴイと併せて「エイ
ヴイグループ」といいます。）の発行済株式全部を取得してエイヴイグループを完全子会社化する
ことを決議し、同日、エイヴイグループの各株主との間で株式譲渡契約を締結いたしました。
本株式譲渡契約に基づき、平成29年４月３日にエイヴイグループの発行済株式全部を取得いたし
ました。
（１）株式取得の目的

当社及びエイヴイグループ相互の独自性・自主性を尊重しつつ、両社の経営資源やノウハ
ウを統合し競争力の強化を図ることが最適であるとの判断に至り、当社がエイヴイグループ
の発行済株式全部を取得してエイヴイグループを完全子会社化することについて合意いたし
ました。
完全子会社化が実施されることにより、ヤオコーグループ全体の連携強化を通じて、さら
なる両社の企業価値の向上に資することとなり、当社が目標としております関東圏に250店
舗・売上高5,000億円の実現に向けて大きな布石となるものと判断しております。
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（２）取得する会社の概要
（ア）エイヴイの概要

名称 株式会社エイヴイ
所在地 神奈川県横須賀市平成町一丁目５番地１
代表者の役職・氏名 代表取締役 木村忠昭
事業内容 スーパーマーケット事業
資本金 400百万円
設立年月日 昭和58年10月12日
大株主及び持分比率 普通株式 エイヴイ開発株式会社 100.00％
(平成29年３月31日現在) 優先株式 株式会社エイヴイ従業員持株会 100.00％

（イ）エイヴイ開発の概要
名称 エイヴイ開発株式会社
所在地 神奈川県横須賀市鴨居三丁目11番７号
代表者の役職・氏名 代表取締役 木村忠昭
事業内容 取引に関する情報の斡旋並びに提供

店舗開発及び市場調査
ショッピングセンターの開発・管理及び運営

資本金 49百万円
設立年月日 昭和60年７月25日
大株主及び持分比率 木村忠昭 29.86％
(平成29年３月31日現在) 個人５名 70.14％

（３）株式取得の相手先の名称
エイヴイの優先株式 株式会社エイヴイ従業員持株会
エイヴイ開発の普通株式 木村忠昭

個人５名（注）
（注）個人５名については、守秘義務契約の締結が今回の取引の条件となっております

ので、当該個人５名の氏名は非開示とさせていただきます。
（４）株式取得の時期

平成29年４月３日
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（５）取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率
（ア）取得株式数

エイヴイの優先株式（注)１ 1,050株 （議決権の数 0個）
エイヴイ開発の普通株式 998株 （議決権の数 998個）

（イ）取得価額
エイヴイの優先株式 3,018百万円
エイヴイ開発の普通株式 8,481百万円
アドバイザリー費用等 　 42百万円
合計 11,542百万円 （注)２

（ウ）取得後の持分比率
エイヴイの普通株式 2,950株 （議決権所有割合 100.00％）（注)３
エイヴイの優先株式 1,050株 （議決権所有割合 0.00％）
エイヴイ開発の普通株式 998株 （議決権所有割合 100.00％）
（注）１ エイヴイの優先株式は無議決権株式です。

２ 取得価額の算定につきましては、財政状況等については外部専門家によるデ
ュー・ディリジェンスを実施し、また、外部専門家（第三者算定機関）によ
る株式価値評価（ＤＣＦ法等の手法によるもの）を実施しており、これらの
結果に基づき、株式取得の相手先との協議の上、取得価額を決定しておりま
す。

３ エイヴイ開発の保有するエイヴイの普通株式であり、議決権所有割合は間接
保有分です。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本計算書類に記載の金額は表示単位未満の端数を切り捨て、比率は表示桁数未満を四捨五入し

て表示しております。
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